
























































犠牲者は約８０万人に上ると推計される (Report of the Independent In-
quiry into the Actions of the United Nations during the 1994 Genocide in
社会イノベーション研究
― ―２９８





紛争全体での国内避難民は７０万人以上であった (U.S. Department of





国内避難民は２５０万人以上であった (UN SC 5872nd meeting, 22 April
2008)。
・シリア内戦５）－２０１１年～






































































































































































































イレベル・パネル」は，A More Secure World と題する報告書において，ルワ
ンダ内戦，コソボ紛争などの事例を挙げて，大規模人権侵害の発生を阻止でき
なかったことは，「国連最大の失敗」(Report of the High-level Panel on Threats,





































































「個人の主権 (Individual Sovereignty)」という概念や「責任としての主権 (Sover-
eignty as Responsibility)」という概念などが提唱されている。
まず，「個人の主権」という概念から検討したい。この概念は Kofi Annan に
よって提唱されたものである。元々は，Annan が国連事務総長であった時代に，
Two Concepts of Sovereignty２１）と題された評論において提唱したものである。
また，１９９９年９月の第５４会期国連総会においても，同評論とほぼ同一の発言


















権概念は自国民に対するいかなる処遇も許される「殺人許可証 (license to kill)」
(Weiss and Thakur 2010: 310) から，自国民を保護する「守護者」へと変わって
いくこととなった。
次に，「責任としての主権」という概念の検討に移りたい。この概念は Fran-

























































また，ユーゴスラビア連邦共和国代表は次のように述べた (UN SC 3988th














































































「法として認められた一般慣行の証拠としての国際慣習 (international custom, as






































































(Brownlie 2010: 218) と述べている。また，Chesterman は，国連憲章の起草者
意図を支持する論者の見解を示した上で，それを「多数派の見解である」











































起こされたダルフール紛争においては，NATO は AU の支援要請に基
づき後方支援活動に従事していた。具体的には，２００５年７月から２００７
年１２月までの間，NATO はアフリカ連合スーダン派遣団 (AMIS) 支援
の一環として軍人輸送作戦の支援を行っていた (Segell 2008: 11-18)。要

























































































５５会期国連ミレニアム総会において，カナダ首相 Jean Chretien は，カナダ政
府主導の下で，「介入および国家主権に関する国際委員会 (International Commis-
sion on Intervention and State Sovereignty-ICISS)３４）」の設立に向けた準備が進め
られていることを表明した (UN GA 55th session, 7 Sep. 2000: 16-17）。同年９月
１４日には，カナダ外相 Lloyd Axworthy によって ICISS の発足が公表された。
同委員会は，二名の共同議長－Gareth Evans３５）と Mohamed Sahnoun３６）－，およ
び地理的衡平に基づき世界中の学者・政治家・外交官から選出された十名の委
員から構成されている。その他にも，カナダ外相 Lloyd Axworthy を議長とす

































これらのことから判断して，ICISS は，new type intervention を模索するため
の議論を行う必要性があると主張している。
その上で ICISS は，new type intervention に向けての議論を行う前に，「何よ
りも先に取り組むべき重要な問題がある。重要なのは，議論において用いられ
る言葉―言葉の選択の背後に潜む概念―によって，本質的な争点を見失ってし





































代を強制すべきでない」等として，拒否権を行使してきた (UN SC 6810th




られてこなかった (ICISS 2001: para. 2.28)。その結果として，過去の介入事例


















それでは，これに代わるどのような言葉が new type intervention に向けての
議論のキー・コンセプトとされるべきであろうか？ その候補となる言葉は，














































































の人権・人道関係の条約・文書などがそれである (ICISS 2001: para. 2.26)。こ
れらの根拠に基づき，ICISS は，そのような指導原則を「保護する責任」と名
付け，その上で，new type intervention に向けての議論は，「保護する責任」と
いう概念に軸足を置くべきであると主張した (ICISS 2001: para. 2.24, 2.29)。
報告書において提示されている「保護する責任」という概念は，概観するな

















統的国際法の時代から存在していた。国際法学者の Hersch Lauterpacht は，「国
際法の父」と呼ばれる Hugo Grotius の著作である De jure belli ac pacis (On the
Law of War and Peace) に，「保護する責任」と類似した「人道的介入の法理」
を見出した (Lauterpacht 1946: 46)。同著作において，Grotius は，「王自身が臣
民の敵となっているような極限状況においてのみ，介入の手段として戦争に訴






のであった。このことは，Implementing the Responsibility to Protect４７）と題され
た国連事務総長報告書において言及されている。さらに，総会６３会期の議論
においても，アメリカ合衆国代表が同条約に言及していた (UN GA 63rd session,























































点について，The Role of Regional and Subregional Arrangement in Implementing
the Responsibility to Protect と題された国連事務総長報告書は次のように述べて



















































及されている。cf. Report of the Independent Inquiry into the Actions of the United Nations












助活動への協力を確約し，紛争は終結した。cf. Report of the Independent International Com-








者を法律の保護の外に置くものをいう。cf. International Convention for the Protection

















しているというのが現状である。cf. Report of the High-level Mission on the Situation of Hu-



















９） ここで述べた外交的保護の説明は，西村 (2006) を参考にした。
１０） ここで述べた国際人権章典の説明は，阿部・今井・藤本 (2004)；園田 (2010) を参考に
した。
１１） ここで述べた人間開発報告書の理論づけは，UNDP (1990)；国連開発計画 (2000) を参

























使用されている自由人権協会作成の日本語訳を参照した。cf. Vienna Declaration and Pro-
gramme of Action; GA Res. 48/121; 国際連合広報センター (1997).
１３） Annan (2005).
１４） なぜこのような言葉を選択したのかについては，若干の補足を加えておきたい。そもそ












(2003)，１５頁；supra note 6, Synopsis.
１６） ここで述べたパラダイム・シフトの説明は，Jacobs and Farrell (2001) を参考にした。



























２０） UN GA Res. 2131 (XX); UN GA Res. 36/103.
２１） Annan (1999).




２３） Deng et al. (1996).






２５） ここで挙げた介入事例は，松井 (2001a); Chesterman (2001); Brownlie (2002); Weiss (2007);
Bass (2008) を参考にした。




よる威嚇又は武力の行使を慎まなければならない。cf. Chesterman (2001), p. 49; Brownlie
(2002), p. 266.
２８） UN GA Res. 2625 (XXV).
２９） UN GA Res. 3314 (XXIX).













cf. Weiss (2004), p. 137.
３４） ここで言及した ICISS の概要説明は，ICISS 報告書付属書を参考にした。cf.
Supplementary Volume to the Report of the International Commission on Intervention and State
Sovereignty, Dec. 2001.
３５） Gareth Evans は，オーストラリアの上院議員である。彼は，外務大臣を経験し，化学兵
器の開発，生産，貯蔵及び使用の禁止並びに廃棄に関する条約の締結や APEC の創設な
どに尽力した。なお彼は国際危機グループの議長を務めている。
３６） Mohamed Sahnoun は，アルジェリアの外交官である。彼は，各国大使を歴任し，OAU
の事務総長代理，アラブ連盟の事務総長代理を経て，アフリカ担当国連事務総長特別顧問
を務めている。
３７） Thomas Weiss は，アメリカの政治学者である。彼は，ニューヨーク市立大学大学院教
授，ニューヨーク市立大学ラルフ・バンチ国際研究所所長，UN Intellectual History
Project の co−director を務めている。
３８） Stanlake Samkange は，ジンバブエの弁護士である。彼は，元国連事務総長 Boutros
Boutros-Ghali のスピーチ・ライターを経て，国連世界食糧計画ウガンダ事務所代表を務
めている。














４１） NATO, Declaration at the NATO Summit in Lisbon.
４２） cf. 人間の安全保障委員会 (2003)。
４３） UN SC Res. 794.
４４） リベリアへの介入については楢林健司 (1995)；六辻彰二 (2004) が，シエラレオーネへ
の介入については楢林健司 (2001)；Levitt (1998) が詳細な議論を展開している。
４５） NATO, Press Release (1999) 040.
４６） AU, The Constitutive Act.
４７） Ban (2009).
４８） supra note 45.






４９） 2005 World Summit Outcome.
５０） Ban (2010); Ban (2011); supra note 47.
５１） UN SC Res. 1970; UN SC Res. 1973.
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